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知
立
市
の
外
国
人
市
民
の
人
口
は
21

年
４
月
現
在
５
千
２
６
３
人
と
総
人
口

の
７
・
３
％
で
、
年
々
増
加
傾
向
で
す
。

国
籍
別
で
は
、
ブ
ラ
ジ
ル
国
籍
が
全
体

の
半
数
以
上
（
２
千
４
７
６
人
）
を
占

め
、
近
年
で
は
ア
ジ
ア
圏
の
人
々
も
増

え
特
に
、
ベ
ト
ナ
ム
国
籍
は
７
２
０
人

と
増
加
が
特
徴
で
す
。
町
内
別
で
は
、

外
国
人
人
口
の
総
数
の
う
ち
、
昭
和
地

域
に
51
・
６
％

が
居
住
し
て
お

り
、
そ
の
う
ち

47
・
8
％
が
知

立
団
地
に
居
住

し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
知
立
市

に
10
年
以
上
滞

在
し
て
い
る
割

合
は
、
16
年
度

末
の
15
・
7
％

か
ら
21
年
度
で

は
23
・
0
％
と

定
住
が
進
ん
で
い
ま
す
。

市
は
、
第

３
次
多
文
化
共
生
推
進
プ
ラ
ン
作
成
に

当
た
り
、
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
、

外
国
人
市
民
２
３
５
人
、
日
本
人
市
民

４
３
５
人
が
回
答
し
ま
し
た
。

知
立
市
で
は
入
管
法
改
定
な
ど
の
労

働
環
境
の
変
化
に
よ
り
１
９
９
０
年
代

か
ら
外
国
人
市
民
が
増
加
傾
向
で
、
06

年
に
第
１
次
多
文
化
共
生
推
進
プ
ラ
ン

を
策
定
。
以
後
、
外
国
人
市
民
へ
の
支

援
や
理
解
促
進
、
多
文
化
共
生
に
努
め

て
い
ま
す
。

し
か
し
、
「
多
文
化
共
生
の
認
知
度
」

は
21
年
度
で
28
・
８
％
と
計
画
目
標
の

50
％
に
は
依
然
届
き
ま
せ
ん
。
第
３
次

計
画
案
で
は
、
こ
れ
ま
で
基
本
的
な
考

え
方
と
し
て
記
載
さ
れ
て
い
た
「
多
文

化
共
生
推
進
の
必
要
性
」
と
「
意
義
」

の
大
事
な
文
面
が
、
バ
ッ
サ
リ
と
削
除

さ
れ
市
の
姿
勢
が
問
わ
れ
ま
す
。
第
３

次
計
画
で
目
標
値
を
再
び
50
％
と
し
て

い
ま
す
が
、
市
民

へ
の
理
解
度
が
上

が
ら
な
い
理
由
を

し
っ
か
り
と
分
析

し
、
新
プ
ラ
ン
で

い
っ
そ
う
の
取
組

の
強
化
が
必
要
で

す
。

第
３
次
計
画
案
に
は
外
国
人
市
民
の

労
働
問
題
に
も
着
目
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

な
ど
と
連
携
し
、
就
労
状
況
を
把
握
す

る
と
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
企
業
へ
も

外
国
人
労
働
者
に
対
し
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
支
援
な
ど
就
業
し
や
す
い
環
境

づ
く
り
を
求
め
る
と
し
て
い
ま
す
。
外

国
人
労
働
者
の
多
く
が
派
遣
労
働
な
ど

の
不
安
定
雇
用
で
、
景
気
動
向
に
左
右

さ
れ
深
刻
で
す
。
し
か
し
、
計
画
案
で

は
打
開
策
は
不
明
瞭
で
課
題
が
残
り
ま

す
。
そ
の
他
、
「
外
国
人
だ
か
ら
」
と

民
間
賃
貸
住
宅
の
入
居
を
断
ら
れ
る
事

例
も
あ
り
ま
す
。
市
は
住
宅
確
保
支
援

に
も
力
を
入
れ
る
べ
き
で
す
。

外国人の人権保障や受入れ環境整備

知立市第３次推進プラン(案)を発表

知
立
市
は
第
３
次
多
文
化
共
生
推
進
プ
ラ
ン
の
案
を
発
表
し
、
２
月

４
日
ま
で
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
募
集
、
策
定
の
参
考
に
し
て
い
ま

す
。
プ
ラ
ン
は
２
０
２
２
年
か
ら
26
年
ま
で
の
外
国
人
市
民
も
日
本
人

市
民
も
共
に
お
互
い
を
理
解
し
て
多
文
化
共
生
を
推
進
す
る
も
の
で
、

06
年
に
初
め
て
策
定
さ
れ
ま
し
た
。
第
３
次
案
で
は
市
が
多
文
化
共
生

に
関
す
る
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
未
来
都
市
に
内
閣
府
よ
り
認
定
を
受
け
た
こ
と
を

踏
ま
え
、
新
た
に
「
誰
一
人
取
り
残
さ
な
い
地
域
づ
く
り
」
を
推
進
、

人
権
保
障
や
外
国
人
人
材
の
受
け
入
れ
な
ど
が
柱
と
な
り
ま
し
た
。

国
籍
に
か
か
わ
ら
ず
誰
も
が
尊
重
さ
れ
る
ま
ち
へ

市
が
２
月
４
日
（
金
）
ま
で
意
見
を
募
集

日
本
共
産
党

知
立
市
議
団

◎隔週の土曜日 午前10～12時
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外
国
人
市
民
は
定
住
傾
向

総
人
口
の
約
14
人
に
1
人
に

多文化

共
生

｢

多
文
化
共
生｣

の
認
知
度
は

目
標
50
％
に
対
し
現
状
28
・
８
％

外
国
人
の
労
働
環
境
の
改
善

や
住
宅
確
保
は
大
き
な
課
題

外国人市民の人口上位(21年4月１日現在)

昭和地域全体

うち知立団地

2,715人

2,516人

51.6％

47.8％

牛田町 292人 5.5％

逢妻町 166人 3.2％

知立市全体 5,263人 7.3％

多
文
化
共
生
と
は
「
国
籍
や
民
族

な
ど
の
異
な
る
人
々
が
、
お
互
い
の

文
化
的
違
い
を
認
め
合
い
、
対
等
な

関
係
を
築
こ
う
と
し
な
が
ら
、
地
域

社
会
の
構
成
員
と
し
て
共
に
生
き
て

い
く
こ
と
」
と
定
義
（
総
務
省
）
し

て
い
ま
す
。


